
高知県地域訓練協議会議事概要  

 

令和２年度第１回高知県地域訓練協議会 

１ 日時 

  令和２年10月27日（火）13:30～15:00 

 

２ 開催場所 

  高知市知寄町２丁目１－37 

ちより街テラス ３F 会議室１・２ 

 

３ 出席者及び所属 18名 

  柳澤 恭仁  高知労働局長（会長） 

長瀧 正隆  高知県経営者協会専務理事 

  亀井 秀彦  高知県商工会連合会専務理事 

  岸野 正彦  高知商工会議所専務理事（代理）事務局長 

  嘉数 実   高知県中小企業団体中央会理事・事務局長 

  折田 晃一  日本労働組合総連合会 高知県連合会（連合高知）会長 

  植野 祐子  株式会社ニチイ学館高知支店ヘルスケア事業支店長 

          （社団法人全国産業人能力開発団体連合会会員企業）  

  吉岡 成   社団法人高知県専修学校各種学校連合会会長 

  脇尾 一仁  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部長 

  幸野 憲道  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部  

         （随行）求職者支援課長 

岡田 忠明  高知県商工労働部副部長 

  大前 拓也  高知県商工労働部（随行）雇用労働政策課チーフ 

  高岸 憲二  高知県教育委員会事務局教育次長 

  國廣 武志  高知県教育委員会事務局（随行）高等学校課チーフ 

 （事務局） 

田端 亜貴子 高知労働局職業安定部長 

  森 郁雄   高知労働局職業安定部訓練室長 

  小松 成穂  高知労働局職業安定部訓練室室長補佐 

  中澤 登   高知労働局職業安定部訓練室訓練係長 

 

４ 議題  

①  最近の雇用失業情勢について 

②  「令和２年度高知県職業訓練実施計画」の変更について 

③  令和元年度における公的職業訓練（求職者支援訓練、公共職業訓練）の実施結

果及び令和２年度の実施状況について 

④  令和３年度地域職業訓練実施計画策定に向けて 

   上記①～④の議題について、事務局より説明を行い協議のうえ承認された。 



５ 各委員等からの主な意見、質問は以下のとおり。 

○有効求人倍率の公表について、求人の受理地別と就業地別があるが、雇用の面から

見ると就業地別のほうがより実態に近いと考えるが如何か。 

【長瀧委員：高知県経営者協会】 

●有効求人倍率は受理地別から始まり、そのデータ集計開始は昭和38年１月となって

いる。本省も受理地別で公表していて、全国統一した基準で発表することが重要であ

ると考えている。なお、本省のホームページでは全国の都道府県の就業地別でも資料

として毎月公表している。                          

                                 【事務局】 

○「高知県職業訓練実施計画」の求職者支援訓練の計画で基礎、実践コースともに新

規参入枠とあるが、この意味は。 

                       【岡田委員：高知県商工労働部】 

●新しく参入する実施機関（事業者）の枠である。 

           【脇尾支部長：高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部】 

○補正予算により計画数が随分増えるが、これまで中止されるコースもあるなか高知

県の実態として如何か。 

                       【長瀧委員：高知県経営者協会】 

●今のところは新型コロナウイルス感染症の影響により離職者がどんどん増えている

状況にはないが、予断を許さない状況は続いている。定員充足の観点も必要であるが

、一方で求職者が増えた時に備えたセーフティネットも必要であるため計画を変更し

て定員を拡充するところである。 

【事務局】 

○高知県は「ITコンテンツアカデミー」を開催しIT関連の人材育成も行っているが、

職業訓練の受講者と重複することになるのではないか。 

                       【長瀧委員：高知県経営者協会】 

●高知県の訓練は初級編のワード、エクセルの入門編といったところ。ITコンテンツ

アカデミーはアプリ開発、ゲーム開発といった上級編ということで棲み分けはできて

いる。 

【岡田副部長：高知県商工労働部】 

○「働き方改革」や新型コロナウイルス感染症の影響によりテレワークの重要性が増

し、今後もさらに推進する必要があるが、公的訓練として、例えば「生産性向上支援

訓練」を含めて取り組めないか。また訓練の方法として非対面であるe－ラーニングに

ついても如何か。 

【柳澤会長：高知労働局長】 

●「テレワークを活用した業務効率化」というテーマで、機構でも1コース生産性向上

支援訓練の中で取り扱うカリキュラムが今月に作成されたが、全国でもカリキュラム

ができたばかりで、実施する民間機関もこれから選定していく。次年度からとなるか

もしれないが今後取り組んでいく。e－ラーニングについては、端末や周辺機器の調達

をかけているところ。次年度から取り組めるよう準備しているところである。 

【脇尾支部長：高齢・障害・求職者雇用支援機構高知支部】 



○中央訓練協議会資料の高等教育無償化の動きを踏まえて、職業能力開発大学校等の

給付型奨学金について、今後どのような予定で進むのか。 

【高岸委員：高知県教育委員会】 

●この資料以外の詳細は今は分からない。分かり次第周知していく。 

                                 【事務局】 

 

 


